
イランに対するEUの新制裁措置－2012年1月23日付理事会決議2012/35－
よくあるご質問(FAQs)－2012年2月8日発行
背景
2012年1月23日に、EU外相理事会はイラン政府による核開発の促進を助長する可能性のある取引を制限すべく更なる制裁措置を決定しました。特に理事会は新たな制裁措置として、原油、石油製品、石油化学製品の売買及び輸送を禁止する措置を制定しています。これらの新制裁措置はイランに関する理事会決議2012/35に規定され、理事会規則に摂取される見込みです。
国際P&Iグループ(以下IG)は欧州委員会の外交政策局(以下ECSFPI)と、決議規定が船主及びクラブに適用された場合に生じる様々な問題に関して協議を続けています。ECSFPIは委員会の部局で、規則の草案作成を行っており、ECSFPIで作成された規則草案が理事会に上程され協議/採択されることになります。また、IGは英国財務省とも同様に協議を続けています。
決議規定の適用により保険及び再保険カバーがどこまで禁止され、どの程度影響を受けるのか、といった様々な問題について、船主及びクラブから多くの疑問が提起されており、これらの疑問については可能な限り本FAQsにて取り扱っています。なお、これらの問題に関する見解は理事会規則が施行されるまで継続的に見直され、FAQsは新たな情報を入手したり新たな問題が発生した場合にはそれを反映させたものに適宜更新されます。
本FAQsでは以下の問題を取り扱っています。
・EU理事会決議2012/35の法的効力
・改正規則の発行時期
・決議の地理的範囲
・決議対象者の範囲
・猶予期間の効果
・付随契約規定
・P&Iカバー及び更改の影響
・Blue Cardの問題
・補油に与える影響
・イラン外での積み替え/積荷
1． 規則が施行されるまでの決議の法的効力はどうなっているのでしょうか？

決議は即座にEU加盟国を拘束しますが、個人及び法人(決議の対象となり得る船主及びクラブを含む)は理事会規則が公布されるまでは拘束されません。現在のところ規則の公布時期は明確になっていませんが、早くても３月上旬以降になる見込みです。これまでの例としては、イラン制裁に関する理事会決議2010/413/CF SPが2010年7月26日に決定され、それを摂取した理事会規則961/2010が公布されたのはほぼ3カ月後の2010年10月25日でした。

2． 実施規則は、決議が出された日から規則が公布される日までの間に行われた輸送及    
び保険提供に対して遡及適用されるのですか？

多くの場合、規則はEU官報に掲載された日から効力を有します。通常、官報への掲載は規則が理事会の承認を得てから一両日中になされます。規則が掲載されるまで、遡及適用されるのかどうかは不明です。

過去の決議と規則の取り扱いを見ても、規則が遡及適用されるかどうか判然としません。規則が公布されるまでの間、禁止規定(及び関連の適用除外規定)は規則の公布日から適用されると考えるよりも、決議の決定日から効力を有すると想定しておくほうが賢明でしょう。

3． 決議の適用対象者は？

決議では特定の適用対象範囲は決められていません。但し、今回の決議は従前の決議2010/413を改定するもので、当該決議は規則961/2010で摂取されており、従って今回の決議で決定された新規制措置は規則961/2010の改定という形で実施されることになります。規則961/2010は39条で適用範囲について以下の通り規定しています。

本規則の適用対象は以下の通り。
(a)領空を含むEU域内
(b)EU加盟国の管轄下にある航空機あるいは船舶上
(c)その所在がEU域内であれ域外であれEU加盟国の国民
(d)EU加盟国の法律の下で設立された法人
(e)EU域内で全部あるいは一部のビジネスを行う法人

これらの適用対象規定は、今回の決議2012/35の規定を摂取した改定規則でも変更されることはないものと思われます。

船舶輸送行為に関して、規則の適用対象には、EU加盟国内で設立され、EU加盟国内に所在し、EU加盟国の管轄下にある船主、EU加盟国を旗国とする船舶、及び船主/船籍に関わらずEU加盟国の港へ輸送を行う船舶が含まれると思われます。決議では用船者の取り扱いについて特段言及していませんが、「輸入」及び「輸送」に関する禁止規定を広義に解釈すると、禁止規定に反する航海を行った船舶の用船者にも適用される可能性は十分にあります。この点については更なる確認を行っていく予定ですが、確認されるまでは船主と同様に用船者も禁止規定の適用対象になると考えておいた方がよいと思われます。

船主及び用船者に提供される保険カバーについては、EU加盟国内で設立され、EU加盟国内に所在し、EU加盟国の管轄下にある保険者(クラブを含む)及び再保険者も適用対象となるほか、EU加盟国内の港へ輸送を行う船舶へ保険を提供する場合にはEU外の保険者及び再保険者も適用対象となる可能性があります。


4． Article 3a及び3bに規定されている「輸入」及び「輸送」について、地理的な適用
範囲はどうなるでしょうか？

決議ではこれらの条件の定義を規定していません。地理的な制約について何ら規定がなく、規則の目的を考慮すると、「輸入」とはEU加盟国への輸入、「輸送」とはEU内外を問わず全世界での輸送と解釈されます。本年1月25日に行われた英国財務省との協議でこの問題について確認を行い、英国財務省も当該解釈であることを確認しました。また、ECSFPIからも同解釈であることを確認しています。

従って、(ⅰ)EU加盟国内で設立され、EU加盟国内に所在し、EU加盟国の管轄下にある船主の場合、及び(ⅱ)EU加盟国籍船の場合は、目的地がEU内であろうがEU外であろうが禁止指定貨物の運送は禁止されるでしょう。EU加盟国外で設立され、EU加盟国外に所在し、EU加盟国以外の管轄下にある船主及び非EU籍船の場合には、EU加盟国へ禁止指定貨物を輸送することは禁止されますが、非EU加盟国への輸送は禁止されないでしょう(但し、後述のFAQ9をご参照下さい)。

5． 決議のArticle 3c及び3dに規定されている「猶予期間」の効果

決議は本年1月23日までに締結された契約の実施に関する場合のみ二つの「猶予期間」を設けています。

(ⅰ)石油化学製品については本年5月1日まで
(ⅱ)原油及び石油製品については本年7月1日まで

上記「猶予期間」が設けられた理由は、現在イランの石油供給に大きく依拠しているEU加盟国が、現在の石油確保体制を即座に崩壊させることなく代替確保手段を手配できるようにするためです。

ECSFPIは、1月23日までに締結された売買契約及びその実施に必要な付随契約の継続(5月1日もしくは7月1日まで)は、Article 3c及び3dに基づきArticle 3a及びArticle 3bの禁止対象にはならないこと確認しています。

6． Article 3c及び3dにおける「本年1月23日までに締結された契約」にはどのよう
なものが含まれますか？

決議では想定される契約について何ら定義しておらず、決議には何ら限定するような文言はないことから、当該契約には、貨物の売買契約、海上運送契約、定期及び航海用船契約、補油契約、2011/2012PYといったようにクラブが提供する年間カバーを含む保険契約等が含まれると考えられます。

7． 「付随契約」にはどのようなものが含まれますか？

決議のArticle 3c(原油及び石油製品に関する条項)は以下の通り規定しています。

「Article 3aの禁止規定は、本年1月23日までに締結された契約、または当該契約を実行するのに必要な付随契約で本年7月1日までに実行されるものについては、本年7月1日まで適用されない」

Article 3d(石油化学製品に関する条項)は猶予期限を本年5月1日とする以外はArticle 3cと同様の文言になっています。

「付随契約」は決議の中でこれ以上の規定はされていません。付随という言葉の辞書的定義を用い、そのような契約が本年1月23日までに締結された契約の実行に必要なものであることを踏まえ、かつ本年1月23日までに締結された契約に関して「猶予期間」が設けられた意図を基に推測すると、「付随契約」には運送に関する契約(用船契約等)や「猶予期間」中に積載された貨物の保険、及び当該期間中に当該貨物を運送する船舶への保険(船舶保険、戦争保険、P&I保険を含む)が含まれると考えられます。

規則の中でより明確な規定がなされるかもしれませんが、現時点でECSFPIは運送及び保険契約は「付随」契約と看做されることを確認しています。

8． 「付随契約」は本年1月23日までに締結しなければなりませんか？それとも1月
23日以降でも締結することができますか？

「付随契約」に関して決議の中で規定されている期日は、本年7月1日まで(原油及び石油製品)もしくは本年5月1日まで(石油化学製品)に締結し実行しなければならないということのみです。決議では付随契約も本年1月23日までに締結しなければならないとは規定していません。従って、「猶予期間」が設けられた意図を考えると、「付随契約」は本年7月1日もしくは5月1日までに締結され実行されるならば1月23日以降でも締結可能と考えられます。

ECSFPIは付随契約は本年1月23日までに締結される必要はないこと確認しています。但し、付随契約は本年1月23日までに締結された売買契約に基づく義務の実行に必要なものでなければなりません。上述の通り、委員会により規則の中で輸送及び保険契約等が「付随契約」に該当すると明示されることが予想されます。従って、現時点では、ECSFPIによる確認は最終的な規則が公布されるまでの拘束力のないガイダンスと看做すべきでしょう。

9． クラブが提供するP&Iカバーへの決議の影響は？

(a)取引禁止
Article 3a及び3bの関連規定は、イランの原油、石油製品、石油化学製品の輸入、購入、輸送に関し、直接であれ間接的であれ保険及び再保険の提供を禁止しています。従って、当該禁止規定は特定貨物に限定され、それ以外の貨物の輸入ないし輸送に関する保険カバーの提供を妨げるものではありません。但し、船主はこれ以外の制裁措置(EU加盟国により科されるものであろうとその他の国々により科されるものであろうと)が特定の貨物、法人、個人に適用されることがないかどうか常に確認すべきです。

全てのIG加盟クラブが、保険契約規定の中に、制裁による保険カバーの終了規定や、てん補除外規定、あるいは不適当な行為によるてん補除外規定を設けています。これらの規定により、制裁措置や禁止規定に反する航海を行った場合に保険カバーが消滅したりてん補が制限されたりすることがあります。船主がそのような航海を行った場合、それにより生じる責任についてIGクラブのカバーはありません。

(b)保険及び再保険の提供禁止
全てのIGクラブがEU内で設立され、EU内に所在し、EUの管轄下にあるわけではありません。

(ⅰ)EU管轄下にあるクラブの場合
船主が禁止貨物を運送する航海を実行してもそれ自体は禁止規定に違反しない(すなわち、非EU設立/所在/管轄下の船主/船がEU外の港へ運送した場合)が、クラブの設立国/所在地/管轄がEUであることからこのようなクラブによる保険提供が禁止規則に違反する場合があります。クラブはそのような航海が行われたことを認知しない場合が多く、結果的にArticle3に規定されている保険カバー提供禁止規定に違反してしまう可能性があります。但し、EU規則の対象となる全てのIGクラブは、保険契約規定にそのような場合には自動的にカバーが消滅するか、あるいはクラブからの保険金の回収権を喪失するとの規定を設けています。

(ⅱ)非EU圏のクラブの場合
EUの管轄対象にならないIGクラブは、恐らく(規則の適用範囲が最終的にどう規定されるかによりますが)(ⅰ)船主がEU法人でEU加盟国籍船である場合、(ⅱ)非EU船主で非EU籍船であってもEUへ禁止貨物を運送する場合、を除き、規則に規定される保険提供禁止規定の対象にはならないと思われます。但し、たとえ非EU管轄クラブが特定の航海に関する保険カバーの提供について直接禁止規定の対象にならないとしても、EU管轄下のクラブからのIGプール協定に基づく回収に影響が生じ、IG再保険契約やその他の再保険にも影響が生じます。この点、非EU管轄のIGクラブは、保険契約規定に、制裁措置の結果としてプールや再保険者が禁止規則の対象となる場合、てん補を制限する旨の規定を設けています。

また、当該クラブがEU決議の禁止規定の対象にならないものの、その他の制裁規則の対象となる場合があるかもしれません。船主はその他の制裁措置(EU加盟国により科されるものであろうとその他の国々により科されるものであろうと)が特定の貨物、法人、個人に適用されることがないかどうか常に確認すべきです。

10． 決議は本年2月20日以降のP&I保険の更改に影響しますか？

2011年2月20日から2012年2月20日までの現在のPolicy Yearに関してクラブが提供しているカバーは、本年1月23日までに締結された契約になります。

上記7で述べたとおり、輸送及び保険に関する禁止規定は特定の取引に関するものであり、それ以外の取引/貨物に関する輸送及び保険手配には影響しません。全面的に保険提供が禁止されているわけではなく、従って年間単位の保険提供が更改されない理由はありません。例外として、船主またはクラブがArticle 3の禁止規定の対象とされるような航海を船が更改日に行っていた場合、当該航海が行われている限り更改はできないでしょうし、禁止指定されている貨物を積載しているものの船またはフリートは完全に合法的な取引に従事している場合(非EU設立/所在/管轄の船主/船がEU外の港へ運送する場合)でもそれに対する保険提供が禁止されるとき、保険契約が更改されない可能性があります。

ECSFPIは、クラブが提供する年間ベースのカバーの点で、保険提供禁止規定は違反している航海にのみ適用され、その他の違反していない航海には適用されないとするのは「妥当」であると確認しています。

11． 禁止規定は「Blue Card」に基づくクラブの潜在的な責任にどう影響しますか？

カバーが終了しても、CLCやBunker条約に基づきクラブが「Blue Card」を発行している場合、関連旗国にカバーの終了を通知してから3ヵ月間は直接請求を受けるリスクがあります。その場合、関連条約に従って保険金を支払えば決議の保険提供禁止規定に抵触するでしょう。

「Blue Card」に基づくクラブのリスクの問題は、2009年にイランに対する最初の制裁措置が取られて以降、度々EU委員会及び英国財務省と協議しています。EU/国連制裁措置/国際条約体制の間の不一致によりクラブが直面するジレンマについては、規則制定者も認識し理解しています。決議及び規則では「Blue Card」に基づくクラブのリスクに関して除外規定を設けてはいませんが、そのような場合の支払いはケースバイケースで許可されるかもしれません。

12． 決議はイランの供給業者からの補油/イラン産燃料油の補油に影響しますか？

ある船(非タンカー船を含む)にとってBandar Abbasやその他のアラビア湾沿岸のイラン諸港沖でイランの供給業者からバージや瀬取り船で燃料油を積載すべくアラビア湾(イラン及びイラン以外の港)内の港へ航行することはよくあります。決議では補油活動について明確に規定していませんが、イラン産燃料油の供給を受けることはArticle 3aで禁止されている「購入」に該当する可能性が高く、決議/規則の対象となる船主はイラン産の燃料油を購入することも禁止されると思われます。

ECSFPIも同様の見解を示しています。


13． 決議は積み替え貨物やイラン外で積んだイラン産貨物にも影響しますか？

決議の関連部分の規定ではイランで積載した貨物に限定しておらず、文字通り解釈すると、イラン産貨物の積み替えやイラン外で積んだイラン産貨物も禁止対象に含まれます。船主はイラン外で積載されたもののイラン産の貨物を運送するよう求められ、保険者はそのような貨物/船の保険提供を求められるかもしれません。明らかに船主もしくは保険者が当該貨物がイラン産であることを知っていれば制裁の対象となるでしょうが、貨物がイラン産であることが分からない場合も十分あり得ます。

イランに対する制裁措置を定めた規則961/2010はArticle 32 (2)aで以下の通り規定しています。

「現在の規則に規定されている禁止規則は、関係自然人/法人がその行為が禁止規則に違反することを知らず、かつ疑うに足る理由がなかった場合には、一切の責任を問わない」

ECSFPIは、現在の決議に関する規則も同様の規定を含むことになるであろうこと確認しています。さらに、ECSFPIは、全ての妥当な照会を行い、その行為が禁止規定に反すると疑う理由がない場合には、適用除外対象になるだろうとコメントしています。

14． 今後の進展
IGは、決議の適用範囲についての詳細、規則の最終的な内容、及び特定の新たに発生した問題について、ECSFPI及び英国財務省と協議を続けています。FAQsは更なる詳細と案内を入手次第、それを反映させた内容に定期的に更新されます。規則が施行されるまで、FAQsで述べられているガイダンスは助言に過ぎず、継続的に見直しされます。決議の規定により影響を受ける可能性のある関連活動の範囲、現在もしくは今後予定される取引に決議規定が適用される場合に生じる様々な問題等について、クラブに相談されることを強くお勧め致します。
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